



































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































特別法人 61，304 63，932 1，509，504 119，758 1，954
公益法人 21，948 21，225 105，326 10，559 481
人格なき杜団等 4，311 4，021 4，276 416 96







































収入金額・」 　　ユ．5Ax　　＝B　　1OO 所得金額・一。、且一。　　　　　　工00 B－DB／D
（loo万円） （1oo万円）　　　　　（100万円）（100万円） （紛
電気供給業 39I11，684，868■
ガス供給業 249一1，549，227
■
一
生命保険事業 26■2，232，369■
損害保険事業 64！
，
1，272，677
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合　計 …」1榊・・1「・・・…
■　■　　■　　　■
蝋…1・…1・1・乳…1…含
…　I（出所〕自治省税務局編『地方税制の現状とその運営の実態』1987年。
15221
：lll：：1二11：lli：饒
。臥。。。1△。。，。。、1。、、＝
19．1691083’
956
　　　　　　　　　　　　事業税改革におげる諸閥題　　　　　　　　　　　69
ものの，基本的には事業税は所得課税である。ところが，シャウプ勧告では付
加価値税という外形標準課税とされたものが所得標準課税となっているために，
応益原則に立った物税であると言う建前と矛盾L，その矛盾解消のためにも外
形標準課税が必要ときれていた。さらに，事業税の問題点のところで述べたよ
うに現実の間題として地方税収の安定性・伸張性の確保等という間題が加わり，
税制調査会において事業税の外形標準課税について検討が重ねられてきた。
　その最初の方向付げは昭和39年12月の長期答申においてなされ，標準として
r加算法による付加価値によることが事業の規模ないし活動量あるいは収益活
動を通じて実現される担税力を適正に示すことからも………適当であると認め
た。」としている。ω
　また，昭和43年7月の長期答申においてもr事業税の課税標準に付加価値要
索を導入する場合におげる仮案」の検討を行っている。胸
　しかし，昭和46年8月の長期答申では，EEC型付加価値税が議論の対象に
登場したことから，事業税の課税標準についてもrEEC諸国で採用されてい
る消費税としての付加価値税とは税の性格を異にするものであり，両者は相競
合するものではないが，この問題についてはEEC型付加価値税の導入との関
違においてなお検討することが適当」とされた。闘この答申では外形標準課税
の事業税と消費税としての付加価値税とは相競合するものでは次いと述べてい
ることが注目される。
　こうした動きとぱ別に，50年代の地方財政危機を背景に，地方財源の拡充策
として法人事業税を改革しようとする動きが地方自治体当局から次々と出てき
た。それは地方自治体の自主課税権の行使という形を取って，自治体の行政サ
ービスに対する費用負担の方策として企業課税を強化Lようとするものであっ
た。その輿型的な例が，東京都新財源穣想研究会によるr税源拡充構想」（第
1次報告（48年1月）～第7次報告（54年1月））である。幽この報告では，大
都市におげるr集積の利益」を吸収し，r集穣の不利益」を除去するのに必要
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な費用の調達を図るため，法人課税の強化を主張し，その具体的内容は，①不
均一超過課税，②租税特別搭置の廃止と法人税法の見直しによる課税べ一スの
拡大，③事業税の外形課税の導入，④事業所税の創設等であった。この穣想に
は応益原則を課税の根拠とL，応能原則によって負担配分を行おうとする考え
が明瞭に含まれていた。
　そして，東京都はこの構想を具体化し，昭和49年に資本金1億円以上か年所
得1，000万円以上の法人の事業税の税率を12％から14劣に引き上げることに踏
み切った。だが，このような動きに対し政府は50年の地方税法の改正において，
それまでなかった法人事業税の徹隈税率を13．2劣（標準税率の1．1倍）に設定
したため，東京都は50年10月から税率をそこまで引き下げざるを得なかった。
それにもかかわらず，法人事業税の不均一超過課税は，大阪，京都，兵庫，愛
知，神奈川，静岡の各府県など，犬法人が多数存在し，大都市圏を抱える自治
体に広がっていった。
　事業税における制隈税率の設定は，税率面で枠がはめられたということであ
り，法人とくに大法人の課税強化の方途は課税標準の問題に向かうことにな
る。応益原則によるとすれぱ，課税標準として法人所得よりも外形標準，例え
ば，付加価値，資本金，従業員数等の基準の方が適切であろう。外形標準課税
が実現されれぱ，欠損法人にも相応の負担を求めることができ，各府県は相対
的に大ぎた税収と安定性を確保することが期待され，その要望が次第に強まっ
て行った。
　こうした動きの中で，全国知事会では昭和52年11月にr所得・外形課税の併
用方式」の採用・実施方針を打ち出した。そこでは，外形標準額としてr所得
たらびに給与，利子，賃貸料の合計額」とし，㈲r地方税法第72条の19」（課税
標準の特例）により行うこととしていた。㈹この全国知事会の案は，利益法人
と欠損法人との税負担の不均衡の是正策として，外形標準課税を主張している
もので応益原則を根拠にLていた。
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　（2）外形擦準課税と新税導入
　以上のような動きに対L，一般消費税を審議していた税制調査会では，事
業税の外形標準課税が一般消費税とr税の性格上共通のもの」があるとして，
r新税の創設に伴う税財源配分のあり方とも関連して最終的な結論を得る」こ
ととした（昭和52年10月中期答申）。なお，どの中期答申では具体案として，
差し当り，α）国税において新税を創設するに際し，その一部を売上高，従業員
割その他適切な基準により都道府県に配分する方法，（口）地方財源として配分さ
れる新税のうち地方税とされる部分については事業税の一部にこれを加えるこ
ととし，現行の所得課税方式と併用する方法，の二つを示した。ωこのように
問題は単に課税標準の改善の間題にとどまらず，新税導入と関連Lて税財源配
分の間題というような税制改革の基本問題にまで発展してきた。
　こうした経過を経て，その後のr一般消費税大綱」（昭和53年）では，r新税
のうち地方団体へ配分される額の一部を新たに設げる地方消費税とする」案が
出された。すなわち，国税の一般消費税の付加税の形でr地方消費税」を創設
することにより税源配分を行おうとした。すなわち，地方の独立した税目とし
て地方独立税を起こし，税源として確保することにより外形標準課税問題に不
完全ながらも決着をつけようとLたのである。
　Lかし，一般消費税の実施は見送られ，それと共に事業税問題は再び先送り
された。そして，昭和61年10月のr税制の抜本的見直しについての答申』では
いわゆるr売上税」との関連でこの間題についてなんらかの結論を出すことが
期待されていたが，ほとんど何の結論も出されなかった。税制調査会答申で売
上税との関連で事業税に触れた都分では次のように述べている。
　「事業税における外形標準課税間題についての累次の当調査会の答申の経緯
等を踏まえ，新しいタイブの間接税の導入に当たっては，その一部を地方の聞
接税とすることが適当であるとの意見が多く出されたが，この問題については，
　…新しいタイプの間接税の類型・仕親みの具体化に対応して，国・地方を通
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　959
　72　　　　　　　　　　　　早稲田商学第334号
ずる税財源配分のあり方等との関係にも留意しつつ，処理すべきであるとする
意見もあった。」胸
　しかし・ここでは何の結論も具体策も示されておらず，結果的には懸案であ
った事業税問題は全く無視され，新設の売上税収入を譲与税・交付税の形で配
分するというr減収補填」にとどまる結果になった。周知のように，この売上
税法案ば廃案になった。そして，若干の修正を施し，新たに名称を変えて登場
Lたr消費税」でも，消費譲与税の創設と消費税を地方交付税の対象税目とす
ることで地方への配分を行おうとしており，事業税問題については再び棚上げ
された形になっている。すなわち，昭和63年の中聞答申ではr今回，新消費税
の導入に当たっても，これまでの経緯を踏まえ，種々検討を行ったところであ
るが，制度の簡素化の要請，納税者等の事務負担の問題等があるため，その一
都を地方の間接税とすることは困難であると考えられるので，事業税の外形標
準課税導入の問題については，今後，別途検討を行う必要があると考える。」
とされているo胸
　なお，r売上税」，r消費税」ともr一般消費税」の時の地方消費税のような
付加税の形を取らなかった大きな理由に，税収の偏在性を挙げることができ
る。また，地方税としては，消費税の輸出財免税等の事務処理について困難な
面が伴うものと予想され，地方税とすることの困難さが明瞭になったためと考
えられる。
V　む　す　び
　これまで現行事業税の欠陥たいし間題点を指摘してきたが，これらの聞題の
根底にば現行事業税の性格一収益課税なの岩㍉所得課税なのか，人税なのか，
物税なのか等一が不明確であるということがある。性格が不明確のまま，事
業税は国税の所得税・法人税に追随する形で運営されており，地方独立税とL
ての性格が唆昧になっている。ごれらの間題に対する一つの改善策として外形
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標準課税が取り上げられてきたが，現在の税制改革論議では事業税の外形標準
課税は棚上げされたままである。消費税との関連ではなく，地方の独立税とし
て付加価値等による応益的な物税として考えることは依然として可能であろう
か。消費税については譲与方式で地方に財源を配分しながら，他方で事業税を
外形標準課税で併存させることは可能であろうか。
　仮に，事業税が外形標準課税化されるとしても，その場合の外形標準とLて
何を取るのかが大きた間題となろ㌔応益原則に基づく事業税の外形標準課税
化を図るとしても，個々の事業について公共サービスの便益ないし杜会的費用
の帰属を計算することは困難であり，また事業活動に利用されるサービスは必
ずしもその事業が所在する地方団体によって提供されるものとは隈らないので
ある。そのうえ，受益の大きさを測る絶対的な基準もないのである。例えぱ，
課税標準として，売上高，資本金額，従業員数，付加価値等が考えられよう。
この申で売上高には累積課税にたってLまうという致命的欠陥があり，また資
本金額，従業員数等はいずれも企業収益活動の一部分しか表Lていないという
欠点がある。Lたがって，外形漂準としては付加価値をとることが最も適切で
あろう。その付加価値を取った場合，地域聞の税収格差は弱まるであろうが欠
損法人や所得に比べ付加価値の相対的に大きい企業の負担が増加することにな
り，中小企業の負担が増え，負担の逆進性が高まることも予想される。また，
産業によって税負担や転嫁の程度に差が生じ，中立性が損なわれるおそれもあ
る。匡oさらに納税や還付の問題など事務処理上困難な間題が多く，はたLて地
方税としてなじむものかどうか疑問である。外形標準課税化は今日，税制改革
が目指しているr簡素」，r中立性」とは相容れないものになることが予想され，
現時点では受け入れられる可能性は低いと思われる。
　地方税源の充実，地方税収の安定性・普遍性，応益および地方の自主・自立
の原則等を考慮すれぱ，独自に外形標準導入に踏み切った方がよいのかも知れ
たいが，法人の実効税率引き下げの要請の中で，国税に消費税，地方に事業税
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　961
　74　　　　　　　　　　　　　早稲田商学第334号
外形標準化を同時に実現することは現状では困難であろう。
（1988年11月）
注（1）自治省税務局編『地方税制の現状とその運営の実態』昭和62年1月，218頁。
　（2）自治省税務局編『地方税制の現状とその運営の実態』昭和62年1月，218頁。
　（3）とくに・応益原則から事業税の外形課税を主張することは，物税，収益税として
　　の事業税を性格づけ・損益算入の合理性を認めることにたる。
　（4）この非課税措置による地方税滅収額は昭和61年度で約580億円とされている。
　（5）ここでの大湊人は「3以上の道府県において事務所又は事業所を設げて事業を行
　　う湊人で資本の金額又は出資金額が1，000万円以上のもの」をさす。
　（6）自治省では地方税の原則として，1）収入の十分性・普遍性，2）収入の安定性，
　　3）攻入の伸張性・4）収入の伸縮性，5）負担分任性，6）応益性等を挙げている。
　　（自治省税務局編『地方税制の冤状とその運営の実態』昭和62年1月，3－4頁。
　（7）昭和33，37年度には税率の引き下げ，47，49年度には事業主控除の大幅な引き上
　　げ等が実施された。
（8）とくに都道府県財政は教育費や警察費等のような人件費が犬きな比重を占めてお
　　り1他にも生活保護費等のようないわゆる義務的経費の占める割合が非常に高く，
　　景気が悪くても歳出を容易に削減できないのである。
（9）全法人のうち欠損法人の占める割合は40年代までは30％台であったが，49年度の
　32．5％から50年度に一挙に43％になってから40％台が続き，57年度以降は50％台に
　　入り，61年度には59％にまで達している（国税庁編『税務統計からみた法人企業の
　実態』各年度）。これらの欠損法人は事業税を負担しておらず，応益原則からみれ
　ぱ自治体から受ける行政サーピスに見合った説負担をすべきであろう。
⑩　目本経済新聞　昭和63年9月5日付によると，自治省では64年度地方税改正案に
　従業員数に工場設備の価格を加えた新しい分割基準を盛る予定である。
⑰　税制調査会『今後におけるわが国の杜会経済の進展に即応する基本的な租税制度
　　のあり方についての答申』昭和39年12月o
⑫　税制調査会『長期税制のあり方についての答率』昭和43年7月。
㈹　税制調査会『長期税制のあり方についての答車』昭和46年8月。
⑭　山本正雄編『都市財政改箪の穣想一東京都新財源構想研究会報告集』新地書房
　1979年12月。
⑮　全国知事会『法人事業税の外形課税の実施に関する報告』昭和52年11月。
⑯　「事業の状況に応じて資本金額，売上金額，家墨の床面積着しくは価格，土地の
　地積若Lくは価格・従業員数等を課税標準とし，又は所得とこれらのものを併用す
　　ることができる」とされているo
⑰　税縄調査会『今後の税割のあり方についての答車』昭和52年10月。
⑱　税制調査会『税制の抜本的見直しについての答申』昭和61卒10月。
⑲　税制調査会『税制改正についての中間答申』昭和63牢4月。
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⑳　事業税を所得型付加価値税に移行する場合の試算例は，橋本徹・戸谷裕之・林宏
　昭「財政再建と税制改革一試案とその効果」や重森暁『現代地方自治の財政理論』
　（135－139頁）を参照。
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